様　式　７
○○大学大学院○○研究科○○専攻

○○大学法科大学院年次報告書
【平成○○年度評価実施】
平成○○年６月

○○大学大学院○○研究科○○専攻

１．法科大学院の概要
（１）設置者

	


　

（２）教育上の基本組織

	大学・研究科・専攻名
	

	開　設　年　度
	


　

（３）所在地

	


（注）法科大学院（研究科・専攻）の所在地とし、都道府県、市町村名まで記入してください。（東京特別区の場合は区名まで記入してください。）

（４）教育の理念及び目標、養成しようとする法曹像

	教育の理念及び目標
	

	養成しようとする法曹像
	


（注）「教育の理念及び目標」欄には、各法科大学院が個別に定める教育の理念及び目標として公表しているものを記入してください。
２．教員組織

（１）教員数
	区　　分
	専　　　任　　　教　　　員
	兼担・

兼任教員

	
	専
	専・他
	実・専
	実・み
	合　計
	

	教　　授
	
	
	（　）
	（　）
	（　）
	

	准教授・

講師・助教
	
	
	（　）
	（　）
	（　）
	


（注）１．本文書作成年度の５月１日現在で記入してください。

２．括弧内には、内数で法曹としての実務の経験を有する者の人数を記入してください。

３．「専任教員」欄の「専」については法科大学院のみの専任教員数、「専・他」については法科大学院の専任であり、かつ他の学部・大学院（修士課程）の専任教員である者の人数、「実・専」については実務家専任教員数、「実・み」については実務家みなし専任教員（年間６単位以上の授業を担当し、かつ、法科大学院のカリキュラム編成等の運営に責任を有する者）数を記入してください。

（２）科目別の専任教員数
	法 　律 　基 　本　 科　 目
	法律実務

基礎科目
	基礎法学・

隣接科目
	展開・先端

科目

	憲　法
	行政法
	民　法
	商　法
	民　事

訴訟法
	刑　法
	刑　事

訴訟法
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１．本文書作成年度の５月１日現在で記入してください。

２．科目別に延べ人数で記入してください。

３．教育課程及び教育方法

　

（１）開設する授業科目数（単位数）及び修了に必要な修得単位数
	区　　分
	開　設　授　業　科　目　数　（単　位　数）
	修了に必要な

修得単位数

	
	必修科目
	選択必修
科目
	選択科目
	合　　計
	

	法

律
	公法系科目
	（　）
	（　）
	（　）
	（　）
	単位
	

	基

本
	民事系科目
	（　）
	（　）
	（　）
	（　）
	単位
	

	科
目
	刑事系科目
	（　）
	（　）
	（　）
	（　）
	単位
	

	法律実務

基礎科目
	（　）
	（　）
	（　）
	（　）
	単位
	

	  基礎法学・

隣接科目
	（　）
	（　）
	（　）
	（　）
	単位
	

	展開・先端科目
	（　）
	（　）
	（　）
	（　）
	単位
	

	合　　計
	（　）
	（　）
	（　）
	（　）
	　単位


（注）１．本文書作成年度に入学した学生に適用されるカリキュラムについて記入してください。「開設授業科目数（単位数）」欄には当該年度に開講されていない授業科目（不開講、隔年開講等）も含めてください。
２．当機構の定める法科大学院評価基準上の科目区分で記入してください。

３．「開設授業科目数（単位数）」欄には授業科目数を記入し、括弧内に合計単位数を記入してください。

４．法律基本科目において、公法系、民事系、刑事系の３つの科目に区分できない授業科目については、法律基本科目の欄に「その他」を設けて記入してください。

５．「修了に必要な修得単位数」欄の単位数のうち「合計」欄に記載されるものは、修了要件単位数になります。

６．「修了に必要な修得単位数」欄の右欄には、基準２－１－５のただし書に該当する単位数及び複数の科目区分から修得する修了に必要な修得単位数を記入してください。
（２）開設する法律実務基礎科目
	区　　分
	開　設　授　業　科　目
	修了に必要な

修得単位数
	備考

	
	授業科目名（単位数）
	必修・選択等
	
	

	法曹倫理
	
	
	単位
	

	民事訴訟実務の基礎
	
	
	単位
	

	刑事訴訟実務の基礎
	
	
	単位
	

	法情報調査
	
	
	単位
	

	法文書作成
	
	
	単位
	

	模擬裁判
	
	
	
	

	ローヤリング
	
	
	
	

	クリニック
	
	
	単位
	

	エクスターン

シップ
	
	
	
	

	公法系訴訟実務
の基礎
	
	
	
	

	専門訴訟の領域
実務
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	


（注）１．本文書作成年度に入学した学生に適用されるカリキュラムについて記入してください。「開設授業科目」欄には当該年度に開講されていない授業科目（不開講、隔年開講等）も含めてください。

２．「授業科目名（単位数）」欄には左欄の区分に該当する授業科目名及び単位数を記入してください。

３．開設していない区分については、「授業科目名」欄に「不開設」と記入し、「必修・選択等」欄及び「修了に必要な修得単位数」欄に「－」を記入してください。
４．法情報調査及び法文書作成については、当該教育内容を授業科目ではなく、ガイダンス等の方法で指導を行っている場合は、その旨を「備考」欄に記入してください。

５．「その他」欄には、上記区分に該当しない授業科目を、適宜行を追加して記入してください。

※（１）又は（２）において、前年度に入学した学生に適用されるカリキュラムと比較して、変更がある場合は、変更内容を以下の枠に記入してください。
	区　分
	平成○年度
	平成（○－１）年度
	変更内容

	法律基本科目
	
	
	

	法律実務

基礎科目
	
	
	

	 基礎法学・

隣接科目
	
	
	

	展開・

先端科目
	
	
	


（注）１．当機構の定める法科大学院評価基準上の科目区分で記入してください。

２．「平成○年度」欄及び「平成（○－１）年度」欄には、変更のあった授業科目名、選択・必修の別、単位数を記入してください。

３．「変更内容」欄には、新規開設、統合、廃止、名称変更、単位数の変更や選択・必修の別の変更その他変更のあった内容を記入してください。

（３）授業時間等の設定
	区　分
	講義
	演習
	実習
	その他

	１単位当たりの授業時間
	時間
	時間
	時間
	

	１年間の授業期間
	

	各授業科目の授業回数（単位）
（集中講義は除く）
	回（　単位）


（注）１．各欄については、本文書作成年度の５月１日現在で、法科大学院として定めている一般的な方針を記入してください。

２．「その他」欄には、複数の授業形態を組み合わせている授業科目の授業形態の種類及び１単位当たりの授業時間を記入してください。
（４）履修登録単位数の上限
	区　分
	１年次
	２年次
	３年次

（最終年次）
	備　　　　考

	単位数
	
	
	
	


（注）１．長期履修については、適宜列を追加して記入してください。

２．解釈指針３－３－１－１（１）又は（２）に該当する措置がとられている場合には、その旨を「備考」欄に記入してください。

４．成績評価及び課程の修了
（１）成績評価の基準
	区　分
	内　　　　容
	備　考

	成績のランク分け

及び各ランクの分布の在り方
	
	点～　点
	
	

	
	
	点～　点
	
	

	
	
	点～　点
	
	

	
	
	点～　点
	
	

	
	
	点～　点
	
	

	成績評価における
考慮要素
	
	


（注）１．各欄については、本文書作成年度の５月１日現在で、法科大学院として定めている一般的な方針を記入してください。

２．規則等で例外等を定めている場合は、その旨を「備考」欄に記入してください。

（２）成績評価の基準にしたがった成績評価が行われるための措置等
	区　　分
	具体的措置

	成績評価についての説明を希望する学生への説明の機会の設定
	

	教員間における
各授業科目の成績評価に
関するデータの共有
	


（注）上記２区分以外に成績評価の基準にしたがった成績評価が行われるための措置がとられている場合には、適宜行を追加して記入してください。

（３）成績評価の結果に係る必要な関連情報の告知方法
	区　　分
	具体的措置

	成績評価の基準
（採点のポイント等）
	

	成績分布データ
	



（注）上記２区分以外に成績評価結果とともに学生に告知される必要な関連情報があれば、適宜行を追加して記入してください。

（４）期末試験（本試験）・再試験・追試験
　　　①制度の有無及び受験資格
	区分
	制度の有無
	受験資格
	備考

	期末試験
（本試験）
	
	
	

	再試験
	（有・無）
	
	

	追試験
	（有・無）
	
	


（注）１．「受験資格」欄は規則、学生便覧の記載をそのまま記入してください。
２．再試験又は追試験において、成績評価基準等について期末試験（本試験）と異なる取扱いを定めている場合は、その旨を「備考」欄に記入してください。

　　　②実施方法における配慮等

	具体的措置

	


（注）本文書作成年度の５月１日現在で、法科大学院として定めている一般的な方針を記入してください。
（５）修了要件
	標準修業年限

（長期履修）
	３年

（　年）

	単位数
	

	ＧＰＡ※
	（有・無）
	

	修了試験
	（有・無）
	


（注）修了試験制度がある場合は、「修了試験」欄に具体的内容を記入してください。
※（５）においてＧＰＡ制度を設けている場合は、ＧＰＡの計算方法について以下の枠に簡潔に記入してください。
	計算方法：




（６）修了要件単位数に占める法律基本科目以外の単位数
	区　分
	法律基本

科目の

単位数
	法律基本

科目以外

の単位数
	修了要件

単位数
	修了要件単位数に占める法律基本科目以外の単位数の率
	備　　考

	単位数
	法学未修者
	
	
	
	
	

	
	法学既修者
	
	
	
	
	


（注）１．「法律基本科目の単位数」、「法律基本科目以外の単位数」（修了要件単位数に占める法律基本科目以外の単位数）及び「修了要件単位数」欄については、修了に必要な単位数を記入してください。

２．「法律基本科目の単位数」欄については、基準４－２－１（３）のただし書きに該当する単位数は含めないでください。なお、基準４－２－１（３）のただし書に該当する単位数がある場合は、その単位数を「備考」欄に記入してください。

３．「修了要件単位数に占める法律基本科目以外の単位数の率」欄には、修了要件単位数に占める法律基本科目以外の単位数を修了要件単位数で割った値を記入してください。なお、端数については、小数点第４位を切り捨ててください。（例：修了要件に占める法律基本科目以外の単位数が33単位、修了要件単位数が93単位の場合には、33÷93＝0.35483・・・≒『0.354』となります。）
（７）入学後の修得単位、入学前の修得単位、法学既修者認定単位の取扱い
	区分
	取扱い

	入学後の修得単位
	

	入学前の修得単位
	

	法学既修者認定単位
	


（注）「取扱い」欄には、規則等に定められている内容を記入してください。

５．入学者選抜

（１）アドミッション・ポリシー

	


（２）入学者選抜方法
	区分
	入学者選抜の実施方法、選考上の考慮要素、配点基準等

	法学未修者
	

	法学既修者
	


（注）１．本文書作成年度に実施する入学者選抜について記入してください。

２．入学者選抜の実施方法、選考上の考慮要素、配点基準等について公開されているものを簡潔に記入してください。
（３）入学者選抜の実施状況
	区　　　分
	平成○年度
	平成（○－１）年度
	平成（○－２）年度

	志　願　者　数
	
	
	

	受　験　者　数
	
	
	

	合　格　者　数
	
	
	

	競　争　倍　率
	
	
	


（注）１．本文書作成年度を含む過去３年度について、５月１日現在で記入してください。

２．「競争倍率」欄には、受験者数を合格者数で割った値を記入してください。

３．「競争倍率」欄については、小数点第３位を切り捨ててください。（例：入学定員が90人、受験者数が250人の場合には、250÷90＝2.777・・・≒『2.77』となります。）
（４）適性試験の運用
　　　①合格者における適性試験の平均点及び最低点
	区　　　分
	平成○年度
	平成（○－１）年度
	平成（○－２）年度

	合格者における

適性試験の平均点
	
	
	

	合格者における

適性試験の最低点
	
	
	


（注）１．本文書作成年度を含む過去３年度について、５月１日現在で記入してください。

２．「合格者における適性試験の平均点」欄については、小数点第２位を切り捨ててください。
　②入学者選抜における適性試験の取扱方針
	


（注）１．本文書作成年度の５月１日現在における取扱方針について記入してください。

２．取扱方針の適用について例外等を定めている場合は、その内容を記入してください。 
（５）入学者選抜の改善
	


（注）本文書作成年度の５月１日現在における入学者選抜の改善への取組（検討状況含む。）について記入してください。
６．修了者の進路及び活動状況
（１）法学未修者

	区　分
	平成○年度
	平成（○－１）年度
	平成（○－２）年度

	標準修業年限での修了者数
	
	
	

	修了率
	
	
	

	司法試験出願者数
	
	
	

	司法試験受験者数
	
	
	

	司法試験合格者数
	
	
	

	その他の特徴的な進路
	
	
	


（２）法学既修者

	区　分
	平成○年度
	平成（○－１）年度
	平成（○－２）年度

	標準修業年限での修了者数
	
	
	

	修了率
	
	
	

	司法試験出願者数
	
	
	

	司法試験受験者数
	
	
	

	司法試験合格者数
	
	
	

	その他の特徴的な進路
	
	
	


（注）１．「標準修業年限での修了者数」欄については、本文書作成前年度を含む過去３年度について、５月１日現在で記入してください。なお、長期履修制度を利用して修了した者は含めないでください。
２．「修了率」欄には、「標準修業年限での修了者数」を当該学年の入学者数で割った値を記入してください。なお、端数については、小数点第３位を切り捨ててください。（例：修了者数が38人、入学者数が41人の場合には、38÷41＝0.9268・・・≒『0.92』となります。）

３．「司法試験出願者数」欄については、当該修了年度の修了生のうち、司法試験に出願した者の数を記入してください。

４．「司法試験受験者数」欄については、「司法試験出願者数」のうち、司法試験を受験した者の数を記入してください。

５．「司法試験合格者数」欄については、「司法試験受験者数」のうち、司法試験に合格した者の数を記入してください。

６．「その他の特徴的な進路」欄には、法曹三者以外に、国家・地方公務員、企業法務関係等、修了者の進路で特徴的なものがあれば、把握できている範囲で、それらの進路ごとにその人数を記入してください。
７．自己点検及び評価

（１）自己点検及び評価の体制

	担当組織
	

	評価項目
	

	自己点検・評価書の公表年・月
	

	自己点検・評価書

の公表方法
	


（注）１．担当組織及び評価項目については、本文書作成年度の５月１日現在の、自己点検及び評価の実施体制及び評価項目を記入してください。

２．「自己点検・評価書の公表年月」については、作成・公表された直近の自己点検・評価書の公表年・月（表紙等に記載の上梓日等）を記入してください。
（２）自己点検及び評価に基づく改善
	自己点検及び
評価の結果
	改善の事例
	備　考

	
	
	

	
	
	


（注）１．各欄については、本文書作成年度の５月１日現在で、本評価実施後に、法科大学院における自己点検及び評価の結果に基づいて実施した改善の事例について記入してください。

２．本文書作成年度の５月１日現在において、検討中であり、未だ改善の途上にある事項については、現在の状況を「改善の事例」欄に記入し、「備考」欄に今後の見通し等についても記入してください。
改善すべき点の対応状況
	章
	改善すべき点
	対　応　状　況
	備　　　考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（注）１．「改善すべき点」欄は、評価実施時に「改善すべき点」として指摘された事項ごとに欄を区切り、第１章から第11章の順に記入してください。

２．「対応状況」欄については、評価実施時からの対応状況を古いものから順に記入してください。

３．未対応の事項について対応計画等があれば、「備考」欄に記入してください。





























































